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令
和
8
年
度
の
特
別
区
人
事
・
厚
生

事
務
組
合
予
算
は
、
2
月
12
日
（
木
）

に
開
催
さ
れ
た
令
和
8
年
第
1
回
特
別

区
人
事
・
厚
生
事
務
組
合
議
会
定
例
会

で
議
決
さ
れ
ま
し
た
。

本
年
度
予
算
は
、
①
事
業
費
の
み
で

な
く
人
件
費
を
含
め
た
全
て
の
コ
ス
ト

を
念
頭
に
、
十
分
な
説
明
責
任
を
果
た

す
こ
と
が
で
き
る
内
容
と
す
る
こ
と
、

②
特
別
区
分
担
金
を
財
源
と
す
る
事
業

経
費
は
、
で
き
る
限
り
分
担
金
の
引
上

げ
を
抑
え
ら
れ
る
よ
う
創
意
工
夫
を
凝

ら
し
算
定
す
る
こ
と
に
重
点
を
置
い
て

編
成
し
ま
し
た
。

予
算
額
は
、
1
0
1
億
5
1
9
万
9

千
円
、
対
前
年
度
比
7
億
9
6
6
9
万

1
千
円
、
7
・
3
％
の
減
と
な
り
ま
し

た
（
表
1
）。
主
な
理
由
と
し
て
は
、

高
浜
荘
移
転
改
築
事
業
が
令
和
7
年
度

に
完
了
し
た
こ
と
に
伴
う
事
業
費
の
減

が
挙
げ
ら
れ
ま
す
。

◆ 

歳　

入 

◆

主
要
な
財
源
で
あ
る
特
別
区
分
担
金

は
、
総
額
60
億
1
5
1
8
万
8
千
円
、

対
前
年
度
比
4
億
6
4
8
0
万
8
千
円
、

8
・
4
％
の
増
で
す
。

各
区
均
等
の
分
担
金
の
う
ち
、
人
事

事
務
分
担
金
及
び
厚
生
事
務
分
担
金
は

増
額
と
な
り
ま
し
た
。
人
事
事
務
分
担

金
は
、
Ⅰ
類
採
用
試
験
【
秋
試
験
】
に

お
け
る
試
験
区
分
の
追
加
及
び
受
験
可

能
年
齢
の
引
下
げ
等
の
試
験
制
度
の
拡

充
や
人
事
委
員
会
勧
告
を
受
け
た
人
件

費
の
増
等
、
厚
生
事
務
分
担
金
は
、
労

務
単
価
や
建
築
資
材
の
高
騰
に
よ
る
厚

生
関
係
施
設
再
編
整
備
計
画
に
基
づ
く

工
事
費
の
増
等
に
よ
る
も
の
で
す
。
教

育
事
務
分
担
金
、
特
別
区
職
員
公
務
災

害
見
舞
金
分
担
金
、
共
同
研
修
事
務

分
担
金
（
均
等
割
）
は
令
和
7
年
度
と

同
額
を
、
そ
の
他
の
特
別
区
分
担
金
に

つ
い
て
は
、
研
修
参
加
者
数
等
に
連
動

し
た
額
を
そ
れ
ぞ
れ
計
上
し
ま
し
た

（
表
2
）。

都
支
出
金
に
つ
い
て
は
、
路
上
生
活

者
数
や
施
設
定
員
数
に
連
動
し
た
国
庫

支
出
金
（
都
を
経
由
し
て
交
付
）
が
増

と
な
り
ま
し
た
。

諸
収
入
に
つ
い
て
は
、
更
生
施
設
の

入
所
者
数
の
増
に
よ
り
、
受
託
事
務
収

入
が
増
と
な
り
ま
し
た
。

ま
た
、
厚
生
関
係
施
設
再
編
整
備
計

画
に
基
づ
く
改
築
・
改
修
工
事
経
費
に

充
て
る
た
め
、
組
合
債
5
億
4

�

6

�
5
�0�

万
円
を
計
上
し
ま
し
た
。

◆ 

歳　

出 

◆

事
業
別
歳
出
の
主
な
内
容
は
次
の
と

お
り
で
す
。

○
総
務
管
理

25
億
3
6
4
9
万
2
千
円
（
対
前
年

度
比　

2
億
7
3
4
4
万
8
千
円
、
12
・

1
％
の
増
）

一
般
管
理
事
務
に
要
す
る
経
費
、
人

事
事
務
従
事
職
員
の
人
件
費
及
び
退
職

手
当
を
計
上
し
ま
し
た
。
人
件
費
の
増

等
に
よ
り
、
増
額
と
な
り
ま
し
た
。

○
職
員
研
修

4
億
8
5
1
4
万
8
千
円
（
対
前
年

度
比　

3
1
6
5
万
円
、
7
・
0
％
の

増
）共

同
研
修
の
実
施
及
び
調
査
研
究
に

要
す
る
経
費
並
び
に
研
修
事
務
従
事
職

員
の
人
件
費
を
計
上
し
ま
し
た
。
人
件

費
及
び
特
別
区
職
員
ハ
ン
ド
ブ
ッ
ク
改

定
経
費
の
増
等
に
よ
り
、
増
額
と
な
り

ま
し
た
。

○
人
事
委
員
会
運
営

5
億
2
9
7
4
万
6
千
円
（
対
前
年

度
比　

7
2
7
3
万
4
千
円
、
15
・

9
％
の
増
）

特
別
区
職
員
採
用
試
験
・
選
考
及
び

給
与
調
査
等
に
要
す
る
経
費
を
計
上
し

ま
し
た
。
採
用
試
験
制
度
の
拡
充
及
び

試
験
会
場
借
上
料
の
増
等
に
よ
り
、
増

額
と
な
り
ま
し
た
。

特別区人事・厚生事務組合
令和8年度予算概要

表１	 令和8年度　特別区人事・厚生事務組合　歳入歳出予算

表２	 令和8年度　特別区分担金

（単位：千円）

8年度予算額 7年度予算額 比較増減額 増減率

一般会計 10,105,199 10,901,890 △ 796,691 △ 7.3％

（単位：千円）

種　　別 予算額 1区あたり 比較増減額 増減率

均
　
等

人 事 事 務 分 担 金 2,655,764 115,468 230,000 9.5％

厚 生 事 務 分 担 金 2,817,040 122,480 230,000 8.9％

教 育 事 務 分 担 金 45,816 1,992 0 0.0％

特別区職員公務災害見舞金分担金 23,000 1,000 0 0.0％

共 同 研 修 事 務 分 担 金（ 均 等 割 ） 129,743 5,641 0 0.0％

そ
の
他

非常勤職員公務災害補償分担金 74,189 平均� 3,226 5,257 7.6％

共同研修事務分担金（参加者割） 269,636 平均� 11,723 △ 449 △ 0.2％

合　　計 6,015,188 平均�261,530 464,808 8.4％
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○
厚
生
関
係
施
設
運
営

39
億
36
万
円
（
対
前
年
度
比　

12
億

5
9
1
6
万
9
千
円
、
24
・
4
％
の
減
）

厚
生
関
係
施
設
の
運
営
及
び
整
備
に

要
す
る
経
費
並
び
に
厚
生
事
務
従
事
職

員
の
人
件
費
を
計
上
し
ま
し
た
。
高
浜

荘
移
転
改
築
事
業
の
完
了
に
伴
う
事
業

費
の
皆
減
に
よ
り
減
額
と
な
り
ま
し
た
。

○
路
上
生
活
者
対
策

18
億
8
0
0
2
万
2
千
円
（
対
前
年

度
比　

6
5
5
5
万
円
、
3
・
6
％
の

増
）都

区
共
同
事
業
で
あ
る
自
立
支
援
事

業
、
巡
回
相
談
事
業
、
地
域
生
活
継
続

支
援
事
業
及
び
支
援
付
地
域
生
活
移
行

事
業
に
要
す
る
経
費
を
計
上
し
ま
し

た
。
人
件
費
の
増
に
伴
う
委
託
料
の
増

に
よ
り
増
額
と
な
り
ま
し
た
。

○
教
育
事
務

6
4
1
9
万
7
千
円
（
対
前
年
度
比　

3
9
5
万
1
千
円
、
6
・
6
％
の
増
）

特
別
区
立
幼
稚
園
教
員
の
採
用
選

考
、
昇
任
選
考
、
研
修
事
務
に
要
す
る

経
費
及
び
教
育
事
務
従
事
職
員
の
人
件

費
を
計
上
し
ま
し
た
。
人
件
費
の
増
等

に
よ
り
増
額
と
な
り
ま
し
た
。

○
組
合
債
元
利
償
還

3
億
8
5
1
2
万
6
千
円
（
対
前
年

度
比　

1
3
6
0
万
8
千
円
、
3
・
7

％
の
増
）

組
合
債
の
元
金
及
び
利
子
の
償
還
金

を
計
上
し
ま
し
た
。
厚
生
関
係
施
設
再

編
整
備
計
画
に
沿
っ
て
実
施
し
て
い
る

改
築
・
改
修
等
工
事
は
、
そ
の
費
用
の

大
部
分
を
起
債
に
よ
り
賄
っ
て
お
り
、

令
和
7
年
度
及
び
令
和
8
年
度
借
入
分

の
利
子
償
還
金
の
増
に
よ
り
増
額
と
な

り
ま
し
た
。

（
特
別
区
人
事
・
厚
生
事
務
組
合
総
務
部
）

特別区分担金及び歳出額の推移（当初予算比較）� （単位：千円）

特別区分担金 歳　　出

予算額 対前年度比 予算額 対前年度比

令和4年度 4,451,263 0.2％ 8,169,568 △ 1.1％

令和5年度 4,482,227 0.7％ 8,601,348 5.3％

令和6年度 5,156,774 15.0％ 8,988,436 4.5％

令和7年度 5,550,380 7.6％ 10,901,890 21.3％

令和8年度 6,015,188 8.4％ 10,105,199 △ 7.3％

一　般　会　計　歳　入　歳　出　予　算一 般 会 計 歳 入 歳 出 予 算

歳入総額
10,105,199

千円 千円

特別区分担金
6,015,188千円

59.5％

総務管理
2,536,492千円

25.1％路上生活者対策
1,880,022千円

18.6％

厚生関係施設運営
3,900,360千円

38.6％

都支出金
1,256,365千円

12.4％

受託事務収入
1,351,275千円

13.4％

その他分担金
234,680千円

2.3％

組合債元利償還　385,126千円　3.8％

教育事務
64,197千円

0.6％

※構成比は端数処理の関係上、合計が100％にならない場合があります。

その他
154,364千円
1.5％

人事委員会運営　529,746千円　5.2％
公務災害補償等　169,744千円　1.7％

職員研修　485,148千円　4.8％

繰入金
260,473千円

2.6％

歳出総額
10,105,199

千円

繰越金
217,692千円

2.2％

その他
769,526千円
7.6％




